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近年，我が国では大規模な水害が頻発しており，人的被害が過去の水害と比べて甚大化している．水害

は，突発的な災害とは異なり，データに基づき予測できる場合があり，また災害の進行速度は比較的緩や

かである．このため，被害が拡大する前の早期避難が実現すれば人的被害を大幅に軽減することが可能で

ある．このことから，水害は事前把握や防災計画の重要性が非常に高いことが分かる．人的被害軽減のた

めには，激甚化するハザードに対する水防施設のハード対策はもちろん，流域内の住民に焦点を当てたソ

フト対策の重要性が極めて高いと言える． 

そこで本研究では，流域内におけるソフト対策の充実化を図る上で重要な情報となる住民の水害に対す

る防災意識を把握分析することを目的とした．石川県小松市をはじめとした水害リスクを有する複数都市

を対象としたアンケート調査により居住地域や属性，被災経験を考慮した防災・避難・共助意識の把握を

行った．その結果，水害リスクと防災意識の関係性が明らかとなった． 
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1. はじめに 

 

(1) 本研究の背景 

 近年，我が国では令和 2年 7月豪雨をはじめ，令和元

年東日本台風や平成 30 年 7 月豪雨など大規模な災害が

多発している．近年の地球温暖化などの気候変動により，

非常に激しい雨（時間降水量 50 ㎜以上）は，1976 年か

ら2016年の30年間で約1.3倍に増加しており，猛烈な雨

（時間降水量 80㎜以上）は 30年間で約 1.7倍に増加し

ている．すなわち，自然災害につながる可能性のある大

雨が増加しており 1)，台風といった想定以上の豪雨が続

くようなハザードが激甚化する可能性も考えられる．突

発的に発生する地震災害とは異なり，水害は各種観測情

報をもとに，その後の進展をある程度推測することがで

き，避難情報提供など対策を講じる時間的猶予がある場

合も少なくない．このように水害は災害の進行速度が比

較的緩やかであるため，被害が拡大する前の早期避難が

実現できれば，人的被害を最小限に抑えることが可能で

あると考えられる．しかし，近年の水害においては，令

和2年7月豪雨では死者83名，負傷者29名 2)，令和元年

東日本台風では死者 84名 3)，平成 30年 7月豪雨では死

者 237人，行方不明者 8人，負傷者 432人もの人的被害

が報告されている 4) ．また，平成 30年 7 月豪雨におい

て，犠牲者のうち 7 割超が 60 歳以上であったことも報

告されている 5)．特に被害の大きかった岡山県倉敷市真

備町地区では，最初の堤防決壊が確認される 4分前に避

難指示が発令され，降雨のピークが夜から未明だったこ

とも重なり，多くの住民が逃げ遅れ犠牲となった 6)．豪

雨，洪水発生時の対応に課題が存在することが改めて浮

き彫りとなった事例である． 

 しかし，防災計画や避難指示の側面だけでなく，流域

内居住者の避難行動にも課題が挙げられている．令和元

年 7月の九州を襲った豪雨において，避難指示対象者の

避難率は 1%にも満たず 7)，また，平成 30年 7月豪雨に

おいては，実際に避難したのは 16％程度であったこと

も明らかになっている 8)．避難者が少ない一方で，「家
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族のことを考えると避難できなかった」といった避難し

たいができない人が一定数存在することも明らかとなっ

ており 8)，防災意識や水害に対する認識の低さ，甘さだ

けが課題の根本にある要因ではないことが伺える．この

ことから，住民の意識を改めて把握・分析することの重

要性が指摘される． 

 平成 25 年には災害対策基本法に，一部改訂が加わり，

避難行動要支援者の名簿作成が各自治体に義務付けられ

た．しかし，平成 28 年に発生した熊本地震においては，

庁舎自体が被災したことから，避難行動要支援者名簿の

活用ができなかったことが報告されている 9), 10)．名簿の

策定のみならず，平時より，避難行動要支援者の安否確

認の在り方を見直す必要性があると指摘がなされている
10)．これより避難計画と実態には大きな乖離があること

が考えられる．効果的に人的被害を削減するには，避難

計画を立てるだけでなく，住民の防災意識の向上を図る

必要があると考える．特に，高齢者などの避難行動要支

援者は，健常者と比較して，避難により多くの時間を必

要とし，また自力での避難が困難であるため，共助など

健常者の協力が不可欠である．つまり地域の危険性や住

民の防災意識を詳細に把握し，住民や行政に共有するこ

とが重要である． 

 以上より，水害という災害の特性を考慮すると，的確

な避難支援，避難計画の整備や適切な防災教育がなされ

ていれば，人的被害を最小限に抑えることが可能である．

水害時の的確な避難支援，避難計画の整理を行うために

は，流域内居住者の防災・避難意識・共助意識を把握し，

それらの向上を図ることが重要であると言える． 

 

(2) 本研究の目的 

 近年激甚化・頻発化する水害に対して，整備計画が十

分に満たされている状況下でも，計画規模を超える外力

は常に発生するため，防災施設の建設によるハード対策

だけで水害リスク対策を行うことは非常に危険であると

指摘されている 11）．ハード対策に加え，計画の策定と

防災意識の向上という 2つの災害への備えがうまく回る

ことで，災害対策の効果はより大きなものになると考え

る．そこで，本研究ではソフト面に着目し，ハザードマ

ップの浸水区域内に居住している地域住民の水害に関す

る防災・避難意識について検討するために，水害リスク

を有する 3都市を対象とした各 2000部，計 6000部のア

ンケート調査を行う．被災経験等の属性別の防災・避難

意識を明らかにすることを目的とする．  

 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

(1) 既往研究の整理 

 これまで，水害時における被災実態，避難意識に着目

した研究については多くの蓄積がなされている． 

 及川・片田 12)は，住民の持つ様々な災害知識が，災害

意識の形成を介して，洪水時の住民の対応行動に与える

影響を明らかにすることを目的とし，種々の災害知識の

中でも住民の持つ過去の洪水経験を取り上げ，住民の洪

水経験が，災害意識を介して洪水発生時の避難行動に与

える影響の構造を分析した． 

 片田ら 13）は，住民個人の災害意識の変化を介して，

河川洪水時における様々な対応行動の形成に影響を及ぼ

していると考え，個々の住民が過去に経験した水害に着

目し，その水害経験の形態の違いが，河川洪水時の避難

行動の意思決定プロセスに与える影響分析を行った． 

 朝位ら 14）は，水害の経験がある流域に配布されたハ

ザードマップの公開効果の把握と住民の防災意識向上の

方法を探索することを目的とし，アンケート調査を行っ

た．その結果，水害対策行動に至る心理的要因として

「知識」が重要であり，「ハザードマップの分かりやす

さ」等が防災意識の鍵となることが明らかとなった． 

 財賀ら 15)は，地域防災力の向上に関するソフト面から

の対策として検討した．鳥取市に対してアンケート調査

を行った結果，ハザードマップの活用が防災意識向上に

関与することを明らかにした．また，住民の危機意識の

高低差による避難意思決定の時間差と河川堤防破壊に伴

う浸水計算を取り込んだ避難シミュレーション結果より，

避難所用時間に及ぼす住民の防災意識の影響を考慮する

とともに，避難所までの所有時間に元図板避難所ごとの

地区割りを示した． 

 

(2) 本研究の位置づけ 

 本研究は，複数都市を対象としたアンケートにより，

被災経験等個人属性を考慮した，住民の避難意識，共助

意識を含む防災意識を定量的に明らかにするものである．

既往研究では，被災経験がある都市へのアンケート調査

等により，ハザードマップの効果的活用が防災意識の向

上に繋がることを明らかにした．それを踏まえ，本研究

の新規性は 2点である．第一に，水害の危険性を有する

が，被災経験に違いのある 3都市を対象としている点で

ある．近年のハザードの激甚化を考慮すると，個人の防

災意識の向上を図るだけでなく，共助を含めた地域の防

災力の向上を図ることが重要である．水害リスクを有す

る複数都市を対象とすることで，個人の評価だけでなく

地域の評価も可能となり．次に，一人での避難行動が困

難な人にも着目している点である．近年の水害で，避難
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行動要支援者の対応への課題が再確認された．日本は，

超高齢社会であることを考慮すると，今後さらなる避難

行動要支援者への適切な対応が必要となることが考えら

れる．これより，現在における避難行動要支援者への防

災意識，避難行動を明らかにすることは重要である．以

上に 2点が本研究の新規性であり，これにより地域住民

の詳細な属性別の防災意識の把握が可能となる．その結

果，防災教育や計画に反映することで，ソフト対策の充

実化を実現することが出来る． 

 

 

3. 分析対象地について 

 

 本分析では，石川県小松市をはじめとした水害リスク

を有する 3都市を分析対象とした．分析対象地を設定す

るにあたり，近年の水害の被災状況を考慮し，石川県小

松市ほか比較的被害の少なかった地点として山梨県甲府

市，大規模な水害を受けた地として長野県長野市の 3点

と設定した．近年の豪雨により日本各所にて水害が見ら

れた．そのため本研究において，豪雨による犠牲者が出

ておらず，住宅の床上浸水が見込まれていない場所を比

較的被害の少なかったと定義した．各分析対象地の分布

を図-1に示す．以下，詳細な分析対象地についての概要

を記す． 

 

(1) 石川県小松市の概要 

 石川県小松市は，令和 2 年 9 月 1 日における人口は

107,888人，44,215世帯が居住する石川県の西南部の中核

を担う地域である 16）．石川県小松市内に存在する一級

河川である梯川は2013年7月の大雨で計画高水位に達し

たこともあり氾濫に危険性が考えられる 17）．梯川にお

ける浸水想定は浸水深 2.0m以上 5.0m未満が最も深い浸

水想定となっており，梯川付近に分布する市街地の多く

は浸水想定内である．浸水想定区域内で想定浸水「0.5m

未満」，「0.5m 以上 1.0m 未満」，「1.0m 以上 2.0m 未

満」，「2.0m 以上 5.0m 未満」の面積に占める割合が多

い町字，計 10 町字にアンケートを配布する．対象町字

の合計人口は約 5500人，約 2000世帯である．対象町字

と石川県小松市の浸水区域の一部抜粋を図-2に示す． 

 

(2) 山梨県甲府市の概要 

 山梨県甲府市は，令和 2年 8月 31日における人口は

187,162人，91,539世帯が居住する山梨県の県庁所在地で

あり中核市に指定されている 18）．山梨県甲府市内に存

在する一級河川である荒川では，浸水深が 10.0m 以上

20.0m 未満が最も深い浸水想定となっている．山梨県は

令和元年 10月 10日に 1時間雨量が 52.5㎜を超える非常

に激し雨となったが，犠牲者・床上浸水が出ていなかっ

た為，被災経験の少ない分析対象として挙げた 19）．甲

府市の中でも荒川に近く分布する甲府市立石田小学校区

域に分布する高畑 1丁目，上石田 2,3丁目の計 3町字を

分析対象とした．対象地域の合計人口は約 4000 人，約

 

図-2 石川県小松市の分析対象町字と浸水区域 

 

 

図-1 分析対象地域 

 

図-3 山梨県甲府市の分析対象小学校区と浸水区域 
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2000世帯である．対象小学校区と山梨県甲府市の浸水区

域の一部抜粋を図-3に示す． 

 

 (3) 長野県長野市の概要 

 長野県長野市は，令和 2 年 9 月 1 日における人口は

374,389 人，162,488 世帯が居住する長野県の県庁所在地

であり中核市に指定されている 20）．長野県長野市内に

存在する一級河川である千曲川では，浸水深が 5.0m 以

上が最も深い浸水想定となっている．長野県令和元年

10月 12日夜間に猛烈な風雨を伴う台風 19号が接近し，

長野市穂保では村山橋下流左岸の堤防が70mに渡り決壊

した．その結果 19人の犠牲者が出た 21）．このことから

本研究では被災経験がある分析対象として長野県長野市

を設定した．また，千曲川付近に位置し，実際に被災し

た長野市穂保を含む長沼小学校区とその付近の金箱，下

駒沢の計約 1900世帯，約 4800人を分析対象とした．対

象地域と長野県長野市の千曲川における浸水区域の一部

抜粋を図-4に示す． 

 

 

4. アンケート概要 

 

 前述したように，アンケート調査の対象として石川県

小松市をはじめ，被災経験の有無から山梨県甲府市，長

野県長野市を対象とした．各地域 2000部の計 6000部配

布のアンケート調査を行う．調査対象の概要を表-1に示

す．また質問概要を表-2に示す．年齢や身体状況といっ

た個人属性をはじめ，防災・避難意識や共助意識の大き

く 3分類の質問を行い，住民や地域の防災意識の評価を

行う． 

 

 

5. まとめと今後の方針 

 

 本研究では，激甚化・頻発化する水害に対して，人的

被害を軽減するための事前把握として，防災意識といっ

たソフト面に着目し，水害リスクを有する複数都市を対

象に防災意識アンケート調査を試みた．分析対象地とし

ては，石川県小松市をはじめ，水害リスクを有し被災経

験に違いのある，山梨県甲府市，長野県長野市を対象と

した． 

 今後は，属性ごとのクロス集計を行い，防災意識や避

難行動などの基礎集計を行う．また，調査データを用い

た共分散構造分析を行い，住民の防災意識を定量的に把

握し，防災意識を向上させる要因を明らかにする予定で

ある．  
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図-4 長野県長野市の分析対象小学校区と浸水区域 

 

表-1 調査対象の概要 

 

 

表-2 アンケートの質問項目 

 

 

分析場所 対象河川 配布枚数
石川県小松市 梯川
山梨県甲府市 荒川
長野県長野市 千曲川

各 2 0 0 0 枚

居住期間
身体状況
被災経験

ハザードマップ等防災知識
避難訓練等防災への関心

備蓄
災害情報収集

避難行動 災害時の行動と要因
平常時の近所付き合い
災害時のイメージ

個人属性

平常時の防災意識

共助意識
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BASIC STUDY OF DISASTER PREVETION AWARENESS OF RESIDENTS 

TARGETING MULIPLE CITIES WITH FLOOD RISK 

 

Kazuhiro NAGAKI, Yuma MORISAKI, Makoto FUJIU, and Jyunichi TAKAYAMA 

 
In recent years, large-scale floods have frequently occurred in Japan. Unlike sudden disasters, flood 

damage can sometimes be predicted based on data, and the rate of disaster progress is relatively slow. 

Therefore, if early evacuation before the damage spreads is realized, it is possible to significantly reduce 

human damage. From this, It turns out that advance understanding and disaster prevention planning are 

very important for flood damage. In order to reduce human damage, it is important to take measures focus-

ing not only on flood control facilities against intensifying hazards but also on the residents in the basin. 

Herefore, the purpose of this study was to grasp and analyze the residents' awareness of disaster preven-

tion against flood damage, which is important information for enhancing software measures in the basin. 

We conducted a questionnaire survey targeting multiple cities with flood risk, including Komatsu City, 
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Ishikawa Prefecture, and we grasped the awareness of disaster prevention, evacuation, and mutual assis-

tance in consideration of the residential area, mutual assistance, and disaster experience. As a result, the 

relationship between flood risk and disaster prevention awareness was clarified. 
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